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表紙、1 計画の目的・2 報告・3 範囲

○表紙には、避難確保計画の対象と
なる災害、施設名及び計画の作成
年月日を記載してください。

２　計画の報告

○計画を作成又は必要に応じて見直
し・修正したときは、水防法第15条の3
第2項に基づき、遅滞なく、当該計画を
危機管理課に提出してください。

３　計画の適用範囲

○水害や土砂災害は昼夜に関わらず
発生します。また、休日に発生する場合
もあるので、平日・休日、さらに昼間・夜
間に分けて記載してください。

○施設利用者数は、想定される最大の
人数を記載してください。 



【施設周辺の避難経路】

○表紙には、避難確保計画の対象とな
る災害、施設名及び計画の作成年月日
を記載してください。

●作成の手順

① 洪水ハザードマップで自施設の位置を確認し、目立つようにマジック等で印をつけ
てください。
 
② 自施設周辺の浸水想定区域等の危険な場所を確認してください。
 
③ 避難場所を確認し、その場所がわかるようにマジック等で印をつけてください。
 
④ 自施設から避難場所までの経路をマジック等でマップ上に書き込んでください。

●作成の留意点

①施設から避難場所までの区間で、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、道路の冠
水箇所等を避けて、災害リスクの少ない避難経路を設定しましょう。 

②ハザードマップに標記のない地域の危険な場所（道幅が狭い、道路浸水箇所な
ど）も地図に書き込むことが重要です。



4 防災体制

４　防災体制、活動内容及び活動要員 

○防災体制は、「注意体制」、「警戒体制」及び「非常体制」の３段階で設定
します。これらの防災体制を確立する判断基準には、気象情報、河川の洪
水予報や水位到達情報、土砂災害警戒情報に加え、施設周辺の現地情
報等を活用します。 
 
① 注意体制・・・気象情報等の情報収集の段階
 
② 警戒体制・・・避難の準備を行う段階及び施設利用者の避難行動を
　　　　　　　　　　開始して完了させる段階
 
③ 非常体制・・・施設全体の避難行動を完了する段階（逃げ遅れた場
　　　　　　　　　　合は屋内安全確保を行う段階）



5 情報収集・伝達

５　情報収集・伝達

○情報収集は、水害に対する警戒避難体制をとるための重要な役割です。
あらかじめ、収集する情報と入手手段を確認しておきましょう。
 
○情報収集の担当者は、気象情報や災害情報等、テレビ、ラジオ、インター
ネットのほか、ＳＮＳ等を活用して積極的に情報収集することが重要です。

○災害時には「施設内緊急連絡網」に基づき、気象情報、洪水予報等の情
報を施設内関係者間で共有します。



6 避難誘導

６　避難誘導

○避難場所、避難方法、避難経路及び移動手段を記載してください。 
 
○水害の発生のおそれがある場合に、迅速かつ適切に避難行動を行うため
には、次の３つの項目について、あらかじめ決めておくことが重要です。 
①避難場所（安全な場所はどこか） 
② 避難基準（いつ、どのような情報をもとに、避難を開始するのか） 
③ 避難方法（どのような方法で避難するのか）

○浸水想定区域等外に位置する系列施設等への避難（水平避難）、最寄り
の指定避難所等への避難（水平避難）、施設の上階等への屋内安全確保
（垂直避難）を検討して設定します。

○避難場所の候補施設は、状況に応じて避難場所を選択できるように、複
数の避難場所を検討しておく必要があります。



7 施設の整備・8 教育・訓練の実施

７　避難の確保を図るための施設の整備

○情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資器材等には、テレビや携
帯電話等の情報収集・伝達資器材があります。
 
○施設内の一時避難に備えて、水や食料等の備蓄、衛生器具、医薬品等を
備えておくことが有効です。

○資器材は、利用者の特性等を踏まえ、施設の避難に必要なものを記載し
て下さい。

８　防災教育及び訓練の取組

○新規採用の職員を対象に研修を実施しましょう。 

○全施設職員を対象として、情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を
実施しましょう。 



9 自衛水防組織の業務に関する事項

9　自衛水防組織に関する事項

○要配慮者利用施設には、自衛水防組織の
設置の努力義務が課せられています（水防法
第15条の3第6項）。

○自衛水防組織とは、各施設の職員等により
組織し、あらかじめ定める計画に基づき、統括
管理者の指揮のもと各構成員がそれぞれの役
割に応じて、施設利用者の避難誘導や施設へ
の浸水防止活動を行うものです。

○自衛水防組織を設置する場合には、自衛水
防組織の業務に関する事項の記載もあわせて
必要となります。



10 防災教育及び訓練の年間計画

10　避難の確保を図るための施設の整備

●防災教育
 
○施設職員及び施設利用者に対してそれぞれ行います。 
　①施設職員 　：避難確保計画の研修、過去の被災経験等 
　②施設利用者：水害の危険性、避難場所の確認、緊急時の対応に関す
　　　　　　　　　　　る保護者・家族等への説明等 

●訓練

○ 情報伝達訓練 
○ 保護者・家族等への引き渡し訓練 
○ 施設職員の非常参集訓練 
○ 避難訓練 

※防災教育及び訓練を併せて実施することもできます。



11・12・13・14 連絡体制の整備

●情報収集・伝達

○避難する場合には「利用者緊急連絡先一覧
表」に基づき、利用者の保護者・家族等に対し連
絡します。 

○災害時には「緊急連絡網」に基づき、気象情報、
洪水予報、津波情報及び土砂災害警戒情報等の
情報を施設内関係者間で共有します。 

○市町村役場、消防署、警察署等の関係先と共
有し、災害の危険性が高まった際の連絡先を明
確にするために、「外部機関等への緊急連絡先
一覧表」を準備しておくことが重要です。

○利用者ごとに、対応内容、移動手段、担当者等
を記載した「対応別避難誘導方法一覧表」を作成
してください。

※既存の名簿等がある場合は、それを用いても結構です。


